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敦賀発電所の運営状況について

（１）敦賀発電所１号機の廃止措置状況について

（２）敦賀発電所２号機の運営状況について

（３）敦賀発電所の主な公表について

目的外使用・複製・開示等禁止 日本原子力発電株式会社
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○敦賀発電所１号機 廃止措置計画について
敦賀発電所１号機の廃止措置⼯程は、３段階に分け２４年をかけて⾏い、放射能レベルの
低い領域から解体を開始します。特に放射能レベルの⾼い原⼦炉本体等の領域は、放射能が時
間と共に弱くなる性質を利⽤し、放射能レベルが下がってから解体を⾏います。
具体的には、原⼦炉建屋内から燃料を搬出後、原⼦炉本体の解体を⾏い、その後建屋を解体
し更地にします。

（１）敦賀発電所１号機 廃止措置状況について

核燃料物質の搬出（新燃料︓加工ﾒｰｶｰへ）
（使⽤済燃料:２号機へ）

原子炉建屋・ﾀｰﾋﾞﾝ建屋内設備解体撤去

原子炉圧⼒容器等の解体撤去
原子炉建屋・ﾀｰﾋﾞﾝ建屋内設備
解体撤去（継続）

管理区域の解除
原子炉建屋・ﾀｰﾋﾞﾝ建屋
解体撤去

原⼦炉建屋

原⼦炉
圧⼒容器

原⼦炉格納容器

使⽤済燃料
プール（ラック）

核燃料物質
の搬出

換気空調設備

補機冷却⽔設備

タービン 発電機

復⽔器

圧⼒抑制プール

タービン建屋

主な解体範囲

原⼦炉建屋

タービン建屋
原⼦炉格納容器

使⽤済燃料
プール

原⼦炉
圧⼒容器

換気空調設備

補機冷却⽔設備

主な解体範囲 主な解体範囲

原⼦炉建屋

タービン建屋

原子炉本体等解体準備期間
【９年間】

原子炉本体等解体期間
【９年間】

建屋等解体期間
【６年間】

目的外使用・複製・開示等禁止 日本原子力発電株式会社
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○敦賀発電所１号機 廃止措置工事のこれまでの実績について

目的外使用・複製・開示等禁止 日本原子力発電株式会社

（１）敦賀発電所１号機 廃止措置状況について
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（１）敦賀発電所１号機 廃止措置状況について

○敦賀発電所１号機 ２０２０年度の廃止措置工事について

【今後の予定】
②屋外設備解体⼯事
屋外に設置してある窒素供給装置及び補助
ボイラーの解体撤去

③タービン補機冷却⽔系熱交換器他解体⼯事
タービン建屋１階に設置してあるタービン建屋
内の機器の冷却を⾏う設備の解体撤去

【作業実施中】
①⽔素・酸素発生装置（⽔電解装置）解体⼯事
屋外に設置してある⽔電解により⽔素及び酸素を
発生させる装置の解体作業を実施中

ガスを貯蔵するタンク

ガスを圧縮する装置⽔を電気分解する装置

制御盤
熱交換器 ポンプ

窒素供給装置 補助ボイラー
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（２）敦賀発電所２号機の運営状況について

○敦賀発電所２号機 新規制基準への適合性確認審査状況について

目的外使用・複製・開示等禁止 日本原子力発電株式会社

敦賀２号機 新規制基準適合性確認申請 2015年11月5日

2012年11月〜2015年3月
原⼦⼒規制委員会
敷地内破砕帯調査に係る
有識者会合への対応

新規制基準施⾏ 2013年7月8日

原⼦⼒規制委員会発⾜ 2012年9月19日

※2014年12月3日 原⼦⼒規制委員会
審査は原⼦⼒規制委員会が⾏い、許認可を決定する。
有識者の評価は、重要な知⾒の⼀つとして参考とする。

2018年6月6日
規制庁「審査の透明性向上に向けた対応策」

（同⼀案件ヒアリング2回ルール） 審査会合(5) 2018年4月27日︓地震動評価
審査会合(6) 2018年7月6日︓敷地内破砕帯評価

審査会合(8) 2019年4月26日︓地震動評価

審査会合(7) 2018年11月30日︓敷地内破砕帯評価

審査会合(9) 2019年8月23日︓記載の不備、配置⾒直し、破砕帯追加調査概要

審査会合(1) 2015年11月19日︓敷地内破砕帯評価と地震動評価から優先して審査を進める
審査会合(2) 2016年 1月26日︓申請の概要を説明
審査会合(3) 同 年 2月 4日︓規制委員会側から審査に当たっての「主要な論点」 （13項目）の提示

審査会合(10)2019年10月11日︓記載の不備への対策

まずは破砕帯から進めることとなり、ヒアリングの積み重ね

審査会合(11) 2019年12月13日︓地震動評価

審査会合(4) 2017年12月22日︓敷地内破砕帯評価の審査、地震動評価についても説明要請あり

審査会合(12)2020年2月7日 ︓敷地内破砕帯評価

審査会合(13)2020年2月14日︓敷地内破砕帯評価※
※審査会合(12)、(13)で指摘のあった
データ集の修正に係る当社の考え方、
今後の対応について説明

審査対応継続
審査対応継続審査会合(14)2020年6月4日 ︓敷地内破砕帯評価※
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○敦賀発電所２号機審査 これまでの説明・対応の進捗状況について

目的外使用・複製・開示等禁止 日本原子力発電株式会社

（２）敦賀発電所２号機の運営状況について
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○敦賀発電所１号機 廃止措置計画変更認可について
（２０１９年１０月３１日、２０２０年３月９日、２０２０年３月２３日公表）

敦賀発電所１号機は、廃止措置⼯事に伴い発生した放射性廃棄物を圧縮減容する装置を新たに導入
することなどから、２０１９年１０月３１日に原⼦⼒規制委員会に対して廃止措置計画変更認可申請
を⾏いました。
その後の審査を踏まえ、圧縮減容装置の処理能⼒や主要寸法等を追記し、 ２０２０年３月９日に廃
止措置計画変更認可申請の補正を⾏い、２０２０年３月１９日付で原⼦⼒規制委員会から認可をい
ただきました。
（主な変更内容）
・敦賀発電所１号機の廃止措置⼯事や運転中に発生した放射性廃棄物を圧縮減容する「圧縮減容装置」を新たに
導入
・タービンローター等の大型の解体廃棄物を保管する際は、こん包等により汚染の広がりを防止

（３）敦賀発電所等の主な公表について

目的外使用・複製・開示等禁止 日本原子力発電株式会社

＜圧縮減容装置＞
放射性廃棄物を収納したドラム缶を３方向から圧
縮し（圧縮⼒︓約３００トン）、約３分の１に
減容
主要寸法︓（縦） 約３，５５０mm

（横） 約１，９００ｍｍ
（⾼さ）約 ９４５ｍｍ

処理能⼒︓約１５本／時
設置場所︓タービン建屋１階
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○敦賀発電所１号機 第３回施設定期検査について
（２０１９年１１月２９日、２０２０年３月５日公表）

原⼦炉等規制法に基づく第３回施設定期検査を、２０１９年１２月２日から実施していましたが、
２０２０年３月３日に終了しました。
施設定期検査にて実施した施設は次の通りです。

（１）核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設
燃料取扱設備、使⽤済燃料貯蔵設備、使⽤済燃料プール冷却系 等

（２）放射性廃棄物の廃棄施設
液体廃棄物貯蔵設備

（３）放射線管理施設
放射線監視装置、原⼦炉建屋換気系

（４）非常⽤電源設備
無停電電源装置、非常⽤ディーゼル発電機

目的外使用・複製・開示等禁止 日本原子力発電株式会社

（３）敦賀発電所等の主な公表について
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○敦賀発電所２号機 管理区域における作業員の個⼈線量計の⼀時的な未着⽤について
（２０１９年１２月３日公表）

２０１９年１１月１９日、敦賀発電所２号機において、エレベータの点検業務に従事していた作業員
１名が、管理区域に入域するために着⾐場で着替えた際、台の上に個⼈線量計を置き忘れ、着⽤しない
まま入域しました。当該作業員はその後、個⼈線量計を着⽤していないことに気づき、直ちに管理区域から
退域しました。
なお、当該作業員の被ばく線量は、同⼀⾏動をしていた作業員の被ばく線量から０．００ｍSvと評価し
ました。
当該作業員は着⾐場で作業服に着替える際、⾸から吊り下げていた個⼈線量計を⼀旦近くの台に置き
ましたが、着⽤を忘れてそのまま作業場所に向かっていたことが分かりました。
着⾐場には個⼈線量計の着⽤を促す表示や⾳声による注意喚起を⾏っていましたが、今回の事象を踏
まえ、改めて個⼈線量計の着⽤確認の周知・徹底を図るとともに、携帯確認装置を設置しました。

目的外使用・複製・開示等禁止 日本原子力発電株式会社

＜携帯確認装置＞
個⼈線量計を着⽤していないと着⾐場出⼝を通過すること
ができない装置

携帯確認装置設置状況（１号機サービス建屋）

（３）敦賀発電所等の主な公表について
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○敦賀発電所 緊急時対策⽀援システムへのデータ伝送の停止／復旧について
（２０２０年１月２４日、１月２５日公表）

２０２０年１月２４日０時３８分頃、原⼦⼒規制庁の緊急時対策⽀援システム※（ＥＲＳＳ）へ
のモニタリングポストなどのデータ伝送が停止しました。
その後、データ伝送に係る装置の部品を交換し、１月２４日２０時２０分、データ伝送を再開しました。
なお、中央制御室ではモニタリングポストやプラント状態の監視を通常どおり⾏っており、発電所の安全性に
問題はありません。

※︓原⼦⼒施設から常時伝送されるプラントパラメータ情報を受け、原⼦⼒施設の状況を把握するための原⼦⼒規制庁
のシステム

○敦賀発電所 防災訓練実施結果の原⼦⼒規制委員会への報告について
（２０２０年５月１４日公表）

原⼦⼒災害対策特別措置法に基づき、敦賀発電所で実施した防災訓練について、その実施結果をとりま
とめ、２０２０年５月１４日に原⼦⼒規制委員会に報告しました。

目的外使用・複製・開示等禁止 日本原子力発電株式会社

（３）敦賀発電所等の主な公表について


